
非課税及び課税標準の特例について 

 一定の要件を満たす償却資産については、非課税になるものや、課税標準の特例が適用され、固定

資産税が軽減されるものがあります。 

 該当する資産がありましたら、法令の適用条項を熟読の上、申請を行ってください。 

（１）非課税該当資産 

   地方税法第３４８条に該当する資産を新たに取得した方は『種類別明細書』の摘要欄に「適用 

条項と非課税該当資産であること」を記載した上で確認できる書類を添付してください。 

（２）課税標準の特例資産 

   地方税法第３４９条の３及び同法附則第１５条に該当する資産を新たに取得した方は『種類別 

明細書』の摘要欄に「適用条項と課税標準の特例資産であること」を記載した上で確認できる書 

類を添付してください。 

◎ 課税標準の特例が適用される償却資産の主な例（詳細や他例については法令を御確認ください） 

対象となる資産 特例率 適用条項（地方税法） 

外航船舶及び準外航船舶以外の船舶 ２分の１ 第 349条の 3第 5項 

居宅訪問型保育事業の用に直接供する 

償却資産 
２分の１ 

第 349 条の 3第 28項 

（わがまち特例による） 

浸水防止用設備に係る償却資産 ３分の２ 法附則第 15 条第 30項 

（わがまち特例による） 

 

 再生可能エネルギー発電設備に係る課税標準の特例措置  

 発電出力 対象設備 特例率 

太 陽 光 発 電 設 備 

（１０ｋ ｗ以上） 

― 固定価格買取制度の認定発電設備 対象外 

1000kw 未満 再生可能エネルギー事業者支援事業費補助金

を受けて取得した自家消費型太陽光発電設備 

3 分の 2 

1000kw 以上 4 分の 3 

風 力 発 電 設 備 
20kw 以上 

固定価格買取制度の認定発電設備 
3 分の 2 

20kw 未満 4 分の 3 

水 力 発 電 設 備 
5000kw 以上 

固定価格買取制度の認定発電設備 
4 分の 3 

5000kw 未満 2 分の 1 

地 熱 発 電 設 備 
1000kw 未満 

固定価格買取制度の認定発電設備 
 3 分の 2 

1000kw 以上 2 分の 1 

 

バイオマス発電設備 

（２万ｋ ｗ未満） 

10000kw 以上 

20000kw 未満 

 

固定価格買取制度の認定発電設備 

3 分の 2 

10000kw 未満 2 分の 1 

※償却資産として課税されるものに限る。 

（取得時期） 

 令和４年３月３１日までに取得したもの 

（特例期間） 

 取得から３年度分 

（添付書類）   

 太陽光発電設備  ・・・再生可能エネルギー事業者支援事業費補助金交付決定通知書（写） 

 太陽光発電設備以外・・・再生可能エネルギー発電設備認定通知書（写） 



 中小企業等経営強化法に基づく経営力向上設備等に係る課税標準の特例措置  

（取得時期） 

 平成３１年３月３１日までに取得したもの（適用期限までに取得した設備は対象） 

（特例期間・特例率） 

 取得から３年度分・２分の１ 

（要件） 

 ① 一定期間内に販売された設備であること（中古資産は対象外） 

 ② 経営力の向上に資するものの指数（生産効率、エネルギー効率、精度など）が旧モデル 

と比較して年平均１％以上向上している設備であること。 

 

特

例

対

象

設

備 
 
 

設 備 の 種 類 用 途 又 は 細 目 
最 低 価 格 

（１台１基の取得価額） 
販 売 開 始 時 期 

機 械 装 置 全て １６０万円以上 １０年以内 

※ 以下は平成２９年４月１日以降の取得分より対象。 

工 具 測定工具及び検査工具 ３０万円以上 ５年以内 

器 具 備 品 全て ３０万円以上 ６年以内 

建物附属設備 全て ６０万円以上 １４年以内 

※償却資産として課税されるものに限る。 

（添付書類）  ※ リース会社が申告する場合は①～③に加えて、④と⑤も必要です。 

 ① 経営力向上計画に係る認定申請書（写） 

 ② 経営力向上計画に係る認定書（写） 

 ③ 工業会等による「中小企業等経営強化法の経営力向上計画に係る仕様書等証明書」（写） 

 ④ リース契約書（写） 

 ⑤ （公社）リース事業協会が確認した「固定資産税軽減計算書」（写） 

 

 中小企業等経営強化法に基づく認定先端設備等の導入に係る課税標準の特例措置  

（取得時期） 

 令和５年３月３１日までに取得したもの（先端設備等導入計画の認定後の取得が必須です。） 

（特例期間・特例率） 

 取得から３年度分・ゼロ（期間中は課税しない）。 

（要件） 

 ① 一定期間内に販売された設備であること（中古資産は対象外） 

 ② 生産性向上に資するものの指数（生産効率、エネルギー効率、精度など）が旧モデル 

と比較して年平均１％以上向上している設備であること。 

対

象

設

備 

設 備 の 種 類 用 途 又 は 細 目 
最 低 価 格 

（１台１基の取得価額） 
販 売 開 始 時 期 

機 械 装 置 全て １６０万円以上 １０年以内 

工 具 測定工具及び検査工具 ３０万円以上 ５年以内 

器 具 備 品 全て ３０万円以上 ６年以内 

建物附属設備 全て ６０万円以上 １４年以内 

 

 

 

 

 



令和２年４月３０日以降に追加（新型コロナウィルス感染症関連） 

対

象

設

備 

設 備 の 種 類 用 途 又 は 細 目 
最 低 価 格 

（１台１基又は一の取得価額） 
販 売 開 始 時 期 

事 業 用 家 屋 全て １２０万円以上  

構 築 物 全て １２０万円以上 １４年以内 

※償却資産として課税されるものに限る。 

（添付書類）  ※ リース会社が申告する場合は①～③に加えて、④と⑤も必要です。 

 ① 先端設備等導入計画に係る認定申請書（写） 

 ② 先端設備等導入計画に係る認定書（写） 

 ③ 工業会等による「先端設備等に係る生産性向上要件証明書」（写） 

 ④ リース契約書（写） 

 ⑤ （公社）リース事業協会が確認した「固定資産税軽減計算書」（写） 

 

（次項以降もお読みください） 

  



課税免除・不均一課税（税率の特例）について 

 指定された地域内において、製造の事業の用に供する設備等を新設又は増設した場合、上天草市税

特別措置条例に基づき、固定資産税の課税免除又は不均一課税の適用を受けることができます。 

 これらの免除等を受ける場合は、当該設備の取得後、速やかに必要な申請を行ってください。 

 また、免除等の申請を予定する場合は、事前に固定資産税係に御連絡をお願いします。 

【課税免除】 

 離島振興法による償却資産に係る固定資産税の課税免除  

   離島に指定されている区域において、事業の用に供するために新設又は増設された特別償却設 

  備 

（取得時期） 

 令和５年３月３１日までに取得したもの 

（対象地域） 

 湯島、中島 

（要件）        

対象事業 資本金の額 新設又は増設した設備の取得価格の合計 

 

製造業・旅館業 

5000 万円以下である 500 万円以上 

5000 万円超、1億円未満 1000 万円以上 

1 億円超 2000 万円以上 

農林水産物販売業 

情報サービス業等 
― 500 万円以上 

  （免除期間） 

   課税免除を適用してから 3か年度 

 

 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法による償却資産に係る固定資産税の課税免除  

   過疎地域に指定されている区域において、事業の用に供するために新設又は増設された特別償 

却設備 

（取得時期） 

 令和６年３月３１日までに取得したもの 

（対象地域） 

 上天草市内全域 

（要件）        

対象事業 資本金の額 新設又は増設した設備の取得価格の合計 

 

製造業・旅館業 

5000 万円以下である 500 万円以上 

5000 万円超、1億円未満 1000 万円以上 

1 億円超 2000 万円以上 

農林水産物販売業 

情報サービス業等 
― 500 万円以上 

（免除期間） 

   課税免除を適用してから 3か年度 

  



 

 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律による償却資産に係る 

 固定資産税の課税免除  

   市内の促進区域において、事業の用に供するために新設又は増設された償却資産（構築物） 

（取得時期） 

 令和５年３月３１日までに取得したもの 

（対象地域） 

 上天草市内「促進区域」全域 ※詳細についてはお問い合わせください  

（要件） 

①「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律」（地域未来投資促

進法）に基づき、事業計画を策定し、熊本県に承認された事業者    

② 事業計画に記載された事業のための家屋、構築物、土地の取得価額の合計額が１億円以上

（農林漁業関係者については 5000 万円以上）     

（免除期間） 

   課税免除を適用してから 3か年度 

 

【不均一課税】 

 不均一課税については、以下に例示した他にも、上天草市との進出協定を終えた工場等に関する償

却資産に係る固定資産税も不均一課税の対象となる場合がありますので、詳細はお問合せ下さい。 

 

 半島振興法による償却資産に係る固定資産税の不均一課税  

   半島振興対象地域に指定されている区域において、認定産業振興促進計画に定められた事業の 

用に供するために新設又は増設された特別償却設備 

（取得時期） 

 令和５年３月３１日までに取得したもの 

（対象地域） 

 上天草市内全域 

（要件）        

対象事業 資本金の額 新設又は増設した設備の取得価格の合計 

 

製造業・旅館業 

1000 万円以下 500 万円以上 

1000 万円超、5000 万円以下 1000 万円以上 

5000 万円超 2000 万円以上 

農林水産物販売業 

情報サービス業等 
― 500 万円以上 

  （適用期間） 

   不均一課税を適用してから 3か年度 

  （税率） ※ 本来の税率は、課税標準額の 100 分の 1.4 です。 

   初年度 … 課税標準額の 100 分の 0.14 

   ２年度 … 課税標準額の 100 分の 0.14 

   ３年度 … 課税標準額の 100 分の 0.14 

 

 



 

 雇用者の増等による償却資産に係る固定資産税の不均一課税  

   該当する事業の用に供したことに伴って、増加する雇用者の数が 5人を超える新増設された工 

業生産設備 

   （建物、附属設備、構築物、機械及び装置、船舶、航空機、車両及び運搬具並びに工具、器具 

及び備品） 

  （取得時期） 

   令和３年１２月１日現在、期限は定めておりません。 

（対象地域） 

 上天草市内全域 

（要件）        

取得価額の合計が 1000 万円を超えるもの 

  （適用期間） 

   不均一課税を適用してから 3か年度 

  （税率） ※ 本来の税率は、課税標準額の 100 分の 1.4 です。 

   初年度 … 課税標準額の 100 分の 0.14 

   ２年度 … 課税標準額の 100 分の 0.42 

   ３年度 … 課税標準額の 100 分の 0.98 

 

 


